
Ⅰ 研究の背景

１ 原木きのこをめぐる「社会的仕掛け」
森林内に生きる人々の生業との関わりが深い特用林
産物は，その生産と利用をめぐる地域固有の文化およ
び遺伝資源としての価値を有し，FAOにおいても
NTFP （非木質森林産物：Non Timber Forest Products）
として重視される。なかでも原木きのこ生産は特に重
要な位置づけにあり，戦後の拡大造林期に農用林の林

種転換とともに，農家が農閑期に自力で伐採・搬出
し，同時にきのこの駒打ち・伏せ込みを行う農林複合
経営の一要素として全国的に展開した。しいたけ（１）等
きのこ生産のほだ木用原木（以下，原木）には，一般
にクヌギ，コナラ等が利用されるが，菌のまわり具合
から辺材が厚いものが良質とされ，その産地には局地
性がある。さらに重量上の制約から適正径級で一定の
施業を維持する条件が必要で，原木林は１５～２０年の周
期で伐採後，萌芽による更新が繰り返され，農業との
関連から堆肥用の落葉採取，牛の林間放牧などにも利
用される。原木生産は，単なる木材供給にとどまら†連絡先 E-mail：mihoyama@cc.utsunomiya-u.ac.jp
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中・低線量地帯である栃木県における原発事故後の１０年間について，原木しいたけ生産の変容と課題を明らかにするこ
とを目的とした。趨勢的に減少していた生産量は９割激減し，生産者も９割が撤退した。以前は原木流通に関与してい
なかった国と県が森林組合系統を通して全国的調達をはかっており，生産現場では原木の大半が西日本産材となってい
る。１０年を経ても自県産は極めて限定的な回復にとどまっている。原木の調達と検査を通して，専門農協などの組織の
ない栃木県の生産者と行政，森林組合系統との連携が生まれている。生産者は，煩雑な書類作成と生産工程に携わり，
原木林の放射性物質の減衰を待ちつつ西日本産クヌギの供給を前提とした生産体系を模索している。放置された原木林
の大径化と生産者の高齢化が進行し，森林管理上の課題を投げかけている。
キーワード：福島県，栃木県，特用林産物，しいたけ原木，原木用広葉樹林

The purpose is to clarify the changes and issues of log shitake production for１０ years after the nuclear accident in Tochigi Pre-
fecture, which is a medium and low radiation dose area. The production volume, which had been declining, has dropped sharply
by９０%, and９０% of producers have withdrawn. Forestry agency and Tochigi Prefecture that were not previously involved in the
distribution of shitake log are procuring nationwide through forest owners associations, and most of the shitake logs used by pro-
ducers are from western Japan. Even after １０ years, the recovery of self-sufficiency of own prefecture is extremely limited.
Through the procurement and inspection of shitake log, cooperation between producers in Tochigi Prefecture, which does not have
an organization such as specialized cooperatives, and forest department of Tochigi Prefecture and forest owner’s association’s fed-
eration has been created. Producers are involved in complicated document preparation and production processes, and are searching
for a production system that assumes the supply of Quercus acutissima from west Japan while waiting for the decay of radioactive
materials in shitake logs. The diameters of abandoned hardwood forest for logs are increasing and the aging of producers are pro-
gressing.
Key words: Fukushima Prefecture, Tochigi Prefecture, Non Timber Forest Products, shiitake log, hardwood forest for logs
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ず，農山村経済の循環，旧農用林の持続的資源管理，
農山村景観の形成，さらには，日本人の食文化の振
興，食の安全やトレーサビリティという局面でも，そ
の生産関係が自ずから多くの「社会的仕掛け」を有し
てきた。

２ 原木の全国流通と原発災害
重量物である原木は元来，運賃負担力の制約から地
域内で完結する経済財であったが，しいたけ市況が好
調となった１９７０年代に全国的な不足により価格が高騰
し，特に乾しいたけ生産が盛んな九州地方での原木不
足を補うため，北関東および福島の諸県からナラ類の
原木が移出された。商業の発展が早く近世から育成林
化が進んだ西日本地域に対し，東日本地域では，降雪
等の自然条件の制約から萌芽更新による広葉樹林の粗
放的施業が広範囲に残り，原木需要に応える資源量を
有していたためである（２）。１９８０年代には九州で里山に
おける拡大造林が一段落しクヌギ原木林の整備も進
み，地域内での調達がほぼ可能となったことでこの広
域の移出入は減少し，１９９０年代にはしいたけ生産農家
の高齢化，輸入量の増加，菌床栽培化の普及によって
原木伏せ込み量自体が漸減した。北関東，東北地方で
は，コナラ林の利用が減ったことで原木林が大径化
し，手入れ不足の林分における病虫害が目立つように
なった。２０１１年の東日本大震災による東京電力福島第
一原子力発電所原発事故（以下，原発事故）は，これ
に追い打ちをかけるように壊滅的打撃を与え，東日本
における原木きのこ生産，きのこ原木用の広葉樹利
用，そして地域の森林と人々との関係は大きく損なわ
れることとなった。

３ 研究動向と中・低線量地帯の事情
原発事故以来，森林に降下し滞留した放射性物質に
よる被害は，森林に隣接する住民の健康への影響，林
業生産活動の停滞に起因する林相の悪化，きのこ等特
用林産物の汚染などに顕著に表れている。原発事故以
降の森林・林業が抱える課題について，社会科学の立
場から早尻正宏，木村憲一郎らが主に事故後３年以降
の福島県での事例をもとに積極的な情報発信を務めて
きた（３）。原発事故によるダメージがあまりにも甚大で
ある高線量地帯の森林内放射性物質の挙動について
は，森林総合研究所を中心とするチームにより定点調
査がなされており（４），農林産物の放射性セシウム濃度
については農林水産省が取りまとめるデータが随時公
表されている（５）。原発事故直後より福島県内では県お

よび国の出先機関，大学を中心に原子力災害対策にか
かる拠点が整備され，高線量地帯の復興ビジョンの枠
組みのなかで調査研究が進められており，多くの課題
に直面しながら対策が講じられている。
物量タームで計測しがたい農山村社会のダメージは
地道な調査の継続なくしては見出しえず，皮肉なこと
に隣県等の低線量地帯における対応は総じて後手にま
わってきた。林野庁による「放射性物質の現状と森
林・林業の再生」（各年度版）においては福島県にお
ける重点的な対応が毎年度示されているが，これに準
ずる隣県においては，国，地方自治体とも高い意識を
有しているとは言えず，研究動向もこれらの社会的背
景と少なからず関連している。山本信次は，岩手県一
関市の事例から，東京電力の補償にかかる算出根拠が
すべて物量タームに基づくものであり，補償の対象に
はならない甚大な「見えない被害」があることを明ら
かにしている（６）。原発事故災害の直接の当事者ではな
いかに思われがちな周辺の都県からの報告が多くのこ
とを教示している。
中・低線量の被曝地帯となった栃木県は，直接当時
者として最悪の被害に向かい合った福島県の隣県に
あって，内陸県であるが故に津波等の被害に見舞われ
ず，福島県の農林業が直面した絶望的状況に比べれば
相対的に目立たない被災県であったといえる。目立た
ないがゆえに様々な施策等からから取り残される「見
えない被害」に苦しみつつ対応を迫られてきた事実は
意外と知られていない（７）。栃木県の農林業が辿ったこ
の１０年間を辿ることで中・低線量地帯を相対的に位置
づけ，それにより改めて福島県の農林業が直面した絶
望的状況と復興へ向けての筆舌に尽くし難い奮闘・努
力の跡をも示すことができると考える。

Ⅱ 研究の目的と方法

上記の背景をもとに，本稿は，中・低線量地帯であ
る栃木県において，原発事故後の１０年間に原木しいた
け生産がどのような変容を遂げどのような課題に直面
しているのかを明らかにする。
この１０年間を時系列で追いながら，主に次の点に注
目して整理する。①指標値の提示，原木の広域的入手
など，国による制度的枠組みの構築と課題への対処，
②地域事情に即した地方自治体による施策の展開，③
原木しいたけ生産者による組織化と全国的活動の展
開，④中・低線量地帯の個別生産現場の対応という４
つの局面である。空間線量率の異なる３つの個別事業
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体（A，B，C）について現場での具体的対応を挙げ
つつ記述する。
資料および実施した調査は次の通りである。「特用
林産基礎資料」（林野庁）各年度版，栃木県環境森林部
編「特用林産物統計」，日本特用林産振興会編「特産
情報」各号，ほか関連文献の整理とともに，２０１８年か
ら２０２１年にかけて，栃木県内の原木しいたけ生産者，
原木生産者，県担当部局，森林組合連合会等の関係者
に対して，原発事故による原木しいたけ生産，原木調
達と原木林の変化等について聞き取りを実施した。

Ⅲ 統計からみる原発事故の衝撃

１ 生産量と価格の推移
林野庁が毎年実施する特用林産物生産統計調査結果
報告書（特用林産基礎資料）によれば，全国のしいた
け原木伏せ込み量は，１９７９年の２６７百万本をピークに
１９７１年から８８年にかけて２００百万本以上の量で推移し
たが，１９８５年以降は減少しつづけ，１９９８年には１０１百
万本，２００７年には４９百万本とさらに半減し，２０１０年に
は４５百万本（乾６１％，生３９％）と１９７９年の１／５未満
にまで減少し，原発事故後にはこの傾向に歯止めはか
からず２０２０年には２０百万本となった（図―１）。２０２０
年現在，伏せ込み量の多い順に大分県，宮崎県，熊本
県，静岡県，鹿児島県と西日本の生産地が多く樹種も
クヌギが主であるが，これら大産地でも２０１０年からの
１０年間に伏込量は半分未満にまで落ち込んでいる
（表―１）。生産量が減少するいっぽうで，原木の庭先

価格はこの間上昇傾向で推移し，２０２０年には２０１１年に
比べてナラが１．５倍，クヌギが１．４倍と高騰している。
首都圏への生しいたけの産地として展開した栃木県
の原木伏せ込み量（生，乾合計）は，１９７３年から１９９５
年の間８，０００～１２，７００千本で推移したが１９９０年代以降
減少傾向を辿り，２００７年に２，０００千本まで減少したの
ち横ばい状態で原発事故当年の２０１１年には２，２００千本
を数え，翌２０１２年に約９割減の２６０千本にまで落ち込
んだ（図―２）。趨勢的に減少傾向にあった生しいた
け生産量は，２００２年に３，１７７tで底を打った後，菌床し
いたけ生産量の増加によって１９９０年水準を超え２００６年
には４，０００tに達し，震災前の２０１０年における生しいた
け生産量４，１４６tのうち原木栽培によるものは１，３０９tで
群馬県（１，３５９t）と首位を競う原木生しいたけの一大
産地であった（図―３）。２０１１年から２０１４年にかけて
特に原木生しいたけ生産量は激減し，２０１３年は２０１０年
の１／２３の５７tにまで落ち込んだ。その後わずかながら
回復基調にはあるものの２０２０年の生産量は１４０tと震災
前の１割強に過ぎない。
しいたけ原木の１本あたり庭先渡し価格（ナラ）は，

２０１３年に前年２２７円から１５７円，翌２０１４年には１２０円ま
で急落した後，２０１５年には５７０円，２０１８年には７３７円，
と２０１１年の３．３倍という異様なレベルにまで高騰した
（図―２）。原木生しいたけの生産者数は，１９８７年には
３，６３１名で，その後趨勢的に減少し，２０１０年には７６２名
であった（図―４）。原発事故後の２０１１年には４６２名，
２０１２年には２０９名，２０１３年には７５名にまで減少し，そ
の後，小規模な生産者の再開により２０２０年には１４１名

図―１ 原木伏せ込み量と原木庭先価格の推移（全国）
資料：「特用林産基礎資料」（林野庁）各年度版。

林業経済研究 Vol.68 No.1 (2022)

- 30 -



0

100

200

300

400

500

600

700

800

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

/

/

/

/

を数えている。

２ 原木調達における激変
栃木県のしいたけ原木の自県調達率は，２０１２年植菌
分までは９１％を占めていたが，２０１３年には５０％，２０１６
年には１９％にまで急落し，その後，栃木県南部を中心

に原木の放射性物質濃度の低下を受けて徐々に回復
し，２０２０年には３４％となっている。原木調達元は，
２０１１年までは栃木県と福島県ほか北関東２県ですべて
のニーズを満たしていたが，原発事故直後の混乱を経
て，２０１４年以降は西日本産原木が過半を占め，２０１６年
には大分県産が４７％，愛媛県産が１８％，宮崎県産が

表―１ 原木伏せ込み量上位１５県の変化（２０１０年・２０２０年）
２０１０年 ２０２０年

順位
材積
（m３）

ナラ
（％）

クヌギ
（％）

順位
材積
（m３）

ナラ
（％）

クヌギ
（％）

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

大分

宮崎

熊本

愛媛

岩手

茨城

福島

栃木

長崎

群馬

静岡

福岡

鹿児島

宮城

千葉

１２６，８８６

６７，９４４

４０，２３７

２６，９９７

２５，５３０

２４，８２５

２０，９６９

１９，３３２

１９，１７６

１７，０７８

１６，４７４

１２，６４６

８，９５８

８，０８４

７，５７０

６

１８

１

２６

９９

８９

８３

８２

３８

９８

６１

１

６

９６

８６

９３

８０

９９

７３

１

１１

１３

１８

１３

１

３８

９９

８６

４

９

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

大分

宮崎

熊本

静岡

愛媛

鹿児島

岩手

群馬

福岡

栃木

茨城

鳥取

北海道

新潟

岡山

５７，９４３

３５，７３８

１８，５５８

１５，４３２

１３，７３６

１１，５９４

９，０３６

８，８４６

７，４８２

５，０６７

４，４３１

３，７５９

３，１９０

３，１５８

３，０３５

２７

１５

１

６３

２４

１０

１００

９９

１

４２

９２

７８

９８

９４

２４

７２

８４

９９

３６

７３

８９

０

１

９９

５８

８

１９

１

６

６６

全国 ５３２，２５６ ４３ ５４ 全国 ２４２，２３９ ４１ ５７

資料：「特用林産基礎資料」（林野庁）各年度版。

図―２ 原木伏せ込み量と原木庭先価格の推移（栃木県）
資料：「特用林産基礎資料」（林野庁）各年度版。
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１１％と７割強に達した。２０２０年時点では，大分県産が
３２％，宮崎県産が１２％，熊本県産が９％などとなって
いる。表には実数を示してある（表―２）。
これを福島県と北関東３県とについて概観すると，
その激変ぶりが窺える（表―３）。震災前，しいたけ

の一大産地であった福島県は，同時にほだ木用原木の
一大産地でもあり，福島県内での自県調達率はほぼ
１００％自給状態であった。北関東３県が自県で賄えな
い原木についての他県調達量第一位はいずれも福島県
で，北関東の原木しいたけ生産がいかに福島県の森林

図―３ 生しいたけ生産量と原木の自県調達率の推移（栃木県）
資料：「特用林産基礎資料」（林野庁）各年度版。

図―４ 生しいたけ生産者・一人当たり生産量の推移（栃木県）
資料：「特用林産基礎資料」（林野庁）各年度版。
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に大きく依存していたかが窺える。２０１２年以降，茨城
県は栃木県，長野県，岩手県と調達先を模索し，群馬
県は隣県長野県と栃木県南部からの調達，栃木県は大
分県を主とする西日本産原木に，そして福島県は，空
間線量の比較的低い県西部からの原木を調達しつつ長
野県産材で不足分を賄うという状況が読み取れる。詳
しい調査は途上である。
さらに，原木調達の方法についてみると，原発事故
前にはそれぞれの県で自己所有山林から，もしくは原

木所有者から購入するものが過半数を占めていたが，
原発事故後はすべての県でその構成が大きく変わった
（図―５）。福島県では伏せ込み材積が２０１０年の１割弱
に大きく減少したのち回復することなく推移し，森林
組合を通じた購入つまり国があっせんした広域調達に
依存するものが過半となった。栃木県は，原木所有者
から立木または素材で直接購入する割合が過半を占め
たが，原発事故以降は福島県と同様に森林組合の広域
調達に大きく依存するようになった。群馬県は，北関

表―２ 原木調達元の推移と自県調達率（栃木県）
（単位：m３，％）

栃木県 福島県 茨城県 群馬県 大分県 愛媛 熊本 宮崎 宮城 長野 その他 計
自県
調達率

２００３年 ２７，１７８ ３，７１６ ６２３ ２８５ ― ― ― ― ― ― ― ３１，８０２ ８５
２００４年 ２０，５４４ ２，６８５ ４９０ ８４ ― ― ― ― ― ― ２９ ２３，８３２ ８６
２００５年 １８，１８０ ２，０８２ ４２２ ８３ ― ― ― ― ― ― ２８ ２０，７９５ ８７
２００６年 １５，４７７ ２，０１８ ４８７ ８２ ― ― ― ― ― ― ― １９，８４１ ７８
２００７年 １０，９０８ ２，０１８ ４８７ ８２ ― ― ― ― ― ― ９４８ １４，４４３ ７６
２００８年 １３，８８７ １，１５２ ５８９ ６６ ― ― ― ― ― ― ― １５，６９４ ８８
２００９年 １２，５９３ １，３８２ ６０４ １１１ ― ― ― ― ― ― ― １４，６９０ ８６
２０１０年 １６，９７３ １，４８３ ７３７ ８１ ― ― ― ― ― ― ５８ １９，３３２ ８８
２０１１年 １８，２２１ ２，２０５ ４８８ ― ― ― ― ― １６５ ― ３６５ ２１，４４４ ８５

２０１２年 ２，６０２ ７８ ― １５８ ― ― ― １０ ― ― ２０ ２，８６８ ９１
２０１３年 １，１７０ ― ― ― ３６２ ３０７ ― ― ― ６２ ４４０ ２，３４１ ５０
２０１４年 ９８０ ― ― ― ８０８ ４６８ ― ３１５ ― ― ５３１ ３，１０２ ３２
２０１５年 １，２１９ ― ― ― ９８７ ４７１ ― ４８２ ― ― ７５８ ３，９１７ ３１
２０１６年 １，０５５ ― ― ― ２，０４１ ７９７ ― ４７５ ― ― ― ５，４９５ １９
２０１７年 １，６０６ ― ― ― １，８３０ ４６５ ― ６７４ ― ― ― ５，６２８ ２９
２０１８年 １，５７３ ― ― ― ２，０６１ ― ３５３ ７５４ ― ― ６５３ ５，３９４ ２９
２０１９年 １，５８５ ― ― ― １，６５０ ― ３５６ ２９５ ― ― １，２０３ ５，０８９ ３１
２０２０年 １，７１９ ― ― ― １，６０３ ― ４３５ ６１８ ― ― ６２９ ５，０６７ ３４

資料：「特用林産基礎資料」（林野庁）各年度版。

表―３ 伏せ込み材積・自県調達率・他県調達一位の推移（北関東３県と福島県）
茨城 群馬 栃木 福島

伏込材積
（m３）

自県
調達
（％）

他県調達
一位
（％）

伏込材積
（m３）

自県
調達
（％）

他県調達
一位
（％）

伏込材積
（m３）

自県
調達
（％）

他県調達
一位
（％）

伏込材積
（m３）

自県
調達
（％）

他県調達
一位
（％）

２００３年
２００４年
２００５年
２００６年
２００７年
２００８年
２００９年
２０１０年
２０１１年

３３，８８７
２１，７８５
２３，４５６
２１，８０７
２０，３１９
１９，５１７
２３，２２７
２４，８２５
２５，９１５

４６
４５
６２
６５
６２
５９
５３
５３
６２

福島
福島
福島
福島
福島
福島
福島
福島
福島

５８
５７
７０
８１
８７
８８
８２
７５
６７

２６，４５９
２６，２３０
２５，１７５
２３，６４１
２３，４１５
１８，６１２
１７，２３９
１７，０７８
１９，６０９

６５
６７
７２
７０
７１
７８
７９
８０
８１

福島
福島
福島
福島
福島
福島
福島
福島
栃木

４８
５３
５６
５３
５８
４３
４９
４４
２９

３１，８９７
２３，８３２
２０，７９５
１９，８４１
１４，４４３
１５，６９４
１４，６９０
１９，３３２
２１，４４４

８５
８６
８７
７８
７６
８８
８６
８８
８５

福島
福島
福島
福島
福島
福島
福島
福島
福島

７９
８５
８０
７８
５７
６４
６６
６３
６８

１８，４０２
１６，２３５
１３，３４２
２６，３９０
２４，６１３
２２，４０５
１８，５１１
２０，９６９
１１，３４７

９６
１００
１００
１００
９９
９９
１００
９８
９９

宮城
―
―
―
宮城
宮城
宮城
栃木
宮城

１００
―
―
―
７０
１００
６３
８５
１００

２０１２年
２０１３年
２０１４年
２０１５年
２０１６年
２０１７年
２０１８年
２０１９年
２０２０年

８，５５１
５，８６４
８，４４３
４，４６７
６，２４４
５，５４１
５，０６６
６，３２２
４，４３１

５５
５１
２３
２０
２６
１５
８
１０
１３

栃木
栃木
長野
長野
長野
長野
長野
長野
岩手

５８
５０
１９
２１
２４
１８
２３
２４
３３

１６，２２４
１３，０５２
１１，１９５
１０，６８９
１０，１９７
９，７３６
８，９９２
８，２００
８，８４６

７９
７５
７３
７３
７５
７７
７８
７６
７７

長野
長野
長野
栃木
栃木
栃木
栃木
栃木
栃木

３７
４２
４４
３５
３７
４３
３５
３４
３４

２，８６８
２，３４１
３，１０２
３，９１７
５，４９５
５，６２８
５，３９４
５，０８９
５，０６７

９１
５０
３２
３１
１９
２９
２９
３１
３４

群馬
大分
大分
大分
大分
大分
大分
大分
大分

５９
３１
３８
３７
４６
４５
５４
４７
４８

２，８６５
１，６９６
１，７３９
１，９４７
２，２０９
２，０３６
２，０１８
１，６８２
１，６６９

５２
４８
３１
３４
３２
４０
４１
４９
４５

秋田
長野
長野
長野
長野
長野
長野
長野
長野

３７
４８
４６
３８
３７
４０
３９
４８
４３

資料：「特用林産基礎資料」（林野庁）各年度版。
注１：２００３年および２０１６年の他県調達が他県調達内訳の和と不一致であるのは資料上の制約による。
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東３県の中では原発事故による生産への影響がもっと
も小さいが，木材業者を通じて購入していたのが大き
く減少し，原木所有者から立木または素材で直接購入
する割合，量ともに４県のなかで最も高い。４県の中
で最も伏せ込み量が多かった茨城県は，原発事故後，
２０１４年から「その他」に分類される調達方法が主となっ
ている。これは専業の大規模生産者によるグループ購
入等を反映していると考えられる。

３ 栃木県における出荷制限と解除
栃木県は，原木栽培について，生しいたけ露地栽
培，生しいたけ施設栽培，乾しいたけ露地栽培，乾し
いたけ施設栽培の４つについて，それぞれの市町ごと
に出荷制限（自粛）日，制限解除日，氏名またはID
番号を県ウェブサイト上で公表している（８）。これらか
ら以下のことがいえる。
２０１３年７月から２０２１年６月まで半期ごとに時系列で
みると（図―６），２０１３年に最初に解除されたのは生
しいたけ施設栽培で，２０１５年上半期（１～６月）まで
にこれまでの７割が解除された。比較的小規模で生産
者数が多い生しいたけの露地栽培は，２０１５年上半期か
ら２０１７年下半期にかけて７割が解除された。乾しいた
け施設栽培は２０１５年下半期に宇都宮市，足利市，栃木
市の各全域についての解除がなされるとともに全県的
に一斉に解除手続きがとられた。乾しいたけ露地栽培

については２０１５年下半期から２０１７年下半期にかけての
１年半で８割弱の解除手続きが進んでいる。
市町村別にみると，鹿沼市など一部を除いて解除件
数は殆どが一桁台で，生産者名を合計するとわずか
１２３名である（表―４）。これに全域解除となりカウン
トされない乾しいたけ施設栽培の４市町分を加える
と，特用林産基礎資料による栃木県の原木しいたけ生
産者数１４１戸（２０２０年）とほぼ等しくなると想定される。
同資料によれば２０１０年の原木しいたけ生産者は７６２戸
で，１０年間に８割以上の激減がみてとれる。市町村別
に統計が示されている生しいたけ生産量の１０年間の変
化を見ると，県全体では１０年前の９割減少で，生産自
体がなくなったもしくは１tに満たない市町が７市町
にのぼる。特に生産量の多かった県北部の大田原市，
那須塩原市では対１０年前比でそれぞれ４．８％，４．６％に
まで激減している。比較的線量の低い県南部の佐野
市，栃木市，足利市などの産地でもそれぞれ対１０年前
比で２８．８％，１３．７％，８．２％に過ぎない状況である。

Ⅳ 原発事故によるそれぞれの対応

１ 情報の錯そうと混乱，出荷制限へ
関東有数の農業県でもある栃木県では，２０００年代中
ごろから，食の安全に対する意識の高まりを受けた取
り組みが活発になされてきた。２００６年６月には「とち

図―５ 原木調達方法の変化（北関東３県と福島県）
資料：「特用林産基礎資料」（林野庁）各年度版。
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図―６ 出荷自粛・制限解除の推移（栃木県）
資料：栃木県生しいたけの出荷制限（自粛）の解除者一覧，乾しいたけの出荷自粛の解除者一覧（栃木県危

機管理・防災ポータルサイト掲載）より筆者作成。

表―４ ２０２１年１１月時点の栃木県市町別出荷自粛・制限解除件数
施設栽培 露地栽培

生産者数
原木生しいたけ生産量（t）

県事務所
生 乾 生 乾 ２０１０年 ２０２０年 対２０１０年比（％）

鹿沼市
日光市

１３
４

７
４

１６
８

１３
８

１７
８

１７９
３６

２０
２

１１．２
５．６

県西

宇都宮市
真岡市
上三川町
益子町
茂木町
市貝町
芳賀町

―
―
―
―
―
―
２

全域
―
―
―
―
―
１

１２
１
―
３
１３
５
７

１０
―
―
２
１２
５
６

１２
１
―
３
１３
５
９

１４０
１７
３
１２
３１
１２
１９

１４
０
―
０
１
０
３

１０．０
０．０
―
０．０
３．２
０．０
１５．８

県東

大田原市
那須塩原市
那須烏山市
那須町
那珂川町

４
６
―
３
７

４
６
―
２
３

９
１
６
―
９

６
１
６
―
６

１０
４
６
３
１１

１８９
１０９
４２
１８
４３

９
５
０
１
７

４．８
４．６
０．０
５．６
１６．３

県北

足利市
栃木市
佐野市
小山市
下野市
壬生町
野木町

―
―
―
―
―
２
―

全域
全域
全域
―
―
―
―

３
６
２
―
―
―
―

１
５
２
―
―
―
―

３
７
２
―
―
２
―

６１
５１
７３
２７
―
１７
４３

５
７
２１
１０
０
５
１０

８．２
１３．７
２８．８
３７．０
―

２９．４
２３．３

県南

矢板市
さくら市
塩谷町
高根沢町

３
２
―
―

３
２
―
全域

２
２
―
１

１
２
―
１

４
２
―
１

８０
４１
３
４８

６
６
―
７

７．５
１４．６
―

１４．６

矢板

計 ４６ ３２ １０６ ８７ １２３ １，２９４ １３９ １０．７

資料：栃木県発表しいたけ出荷自粛解除者一覧表（市町別）栃木県Webサイト随時更新版，栃木県森林・
林業統計各年版より。

注：乾しいたけ施設栽培については市町域すべてで解除された宇都宮市，足利市，栃木市，佐野市，高
根沢町の値をカウントしていない。
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ぎ食の安全・安心・信頼性の確保に関する条例」が制
定され，２００８年３月にはこれに基づく「とちぎ食の安
全・安心信頼性の確保に関する基本計画」の策定，１０
月には「菌床しいたけGAP実践マニュアル」の策定が
進み，原木しいたけについても同様の取り組みが推進
されている段階にあった。東日本大震災とそれに続く
原発事故はこのような取り組みのなかに起きた。時系
列に沿って以下を記述する。
東京電力福島第一原子力発電所の爆発事故が起きた

２０１１年３月１２日から１５日の時点で，多くの生産者は原
木への植菌作業中であったため，降り注いだ放射性物
質に原木，ほだ木が曝されることとなった。３月１７
日，食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）に基づき厚
生労働省により放射性セシウムについては「食品中の
放射性物質に関する暫定規制値」が野菜，穀類，肉，
卵，魚，その他に関して５００Bq／kgに設定された。こ
れを受け，翌３月１８日から地方自治体で食品中の放射
性物質に関する検査が開始された。しいたけについて
は特に基準値が設けられておらず，混乱の中で情報が
錯綜し，幾ばくかの産物は汚染状況が不明のまま市場
に出荷され消費された。４月１０日，福島県飯館村の露
地栽培しいたけから上記暫定規制値の２６倍に当たる
１３，０００Bq／kgの放射性セシウムが検出され，厚生労働
省の指摘を受け福島県は飯館村など３市町村の栽培農
家に出荷自粛を求めた（９）。６月９日，静岡県の製茶か
ら国の暫定基準値を上回る放射性セシウム６７９Bq／kg
が検出されたというニュース（１０）をきっかけに，これに
対応する基準値の必要性が浮かび上がった。
１０月６日，農林水産省は「きのこ原木及び菌床用培
地の当面の指標値」を設定し，その目安を「きのこか
ら検出される放射性セシウム値が食品中の放射性物質
基準値を超えない」としたが，現場裁量に任される曖
昧なもので混乱を招き，現場では原木の表面線量を下
げるための洗浄効果の実証実験を試みるなどの努力が
続けられる一方で，高齢化が進む小規模の原木しいた
け生産者の多くが新たな植菌を諦め生産現場から撤退
していった。
１１月４日，林野庁でのきのこ原木需給の連絡会議に
おいて，原木について全国的に過不足を調整するとい
う施策方針が打ち出された。従来の顔の見える関係で
の原木調達から，全国森林組合連合会と都道府県森林
組合連合会とが介在して全国規模で需給をあっせんす
るということになった。この会合には，情報を聞きつ
けた茨城県，栃木県，千葉県，福島県からの約２０名の
生産者が参加しており（１１），これをきっかけに「東日本

原木しいたけ協議会（飯泉孝司会長，一般社団法人東
日本原木しいたけ協会の前身）」が結成され生産者団
体による組織化の第一歩となった。
１１月２５日，矢板市ほか栃木県内９市町で，乾しいた
け（原木施設・露地栽培）の出荷自粛措置が，翌２０１２
年２月１５日には，矢板市と那須塩原市で，生しいたけ
（施設・露地栽培）の出荷制限措置が取られた。３月２８
日，農林水産省は各都道府県宛て通知文「きのこ原木
及び菌床用培地の当面の指標値の設定について」で，
きのこ原木，菌床用培地等の当面の指標値（放射性セ
シウムの濃度の最大値）として，きのこ原木及びほだ
木５０Bq／kg（乾重量）を指標値とし，これを超えるも
の使用・生産または流通が行われないよう，周知・指
導し，対応を実施するように要請した。
矢板市のA事業体は，事故当時，年植１７，０００本，保有
ほだ木１０万本（乾３割，生７割），年間２０tのしいたけ
を生産する専業農家であった。原発事故発生当時，伏
せ込み中のもの，培養中のもの，原木のままのものと
様々な生産過程にあり，上空からの放射性物質を遮断
できなかった。暫定基準値（５００Bq／kg）のもとで検査
し出荷していたが，前述の通り１１月２５日に乾しいたけ
（施設栽培）が出荷自粛，２月１５日には生しいたけ（施
設・露地栽培）が県内で初めての出荷制限の指示を受
けることとなった。情報が錯そうするなか，原木とほ
だ木の処理，補償のための書類づくりに追われた。
宇都宮市のB事業体は，就農２年目の初めての収穫
を待ちながら自伐原木に植菌しているところで原発事
故に見舞われた。初出荷となる２０１１年のしいたけに
１３０／㎏の放射性セシウムが検出されたが，暫定基準
値のもとで春子の出荷を終えた。
佐野市のC事業体は，農事歴の都合で４月中旬から
植菌を始めるため，原発事故当時は原木を伐採してい
る最中であった。栃木県南部の当地域は県北に比べ線
量は低く，３～４月から出てくる露地ものの生しいた
けを自前の直売所等で販売していたが，１１月の矢板市
での出荷制限措置後，露地栽培の出荷を一時中断し，
ほだ木はそのまま放置された。その後，使えないほだ
木は，畜産利用や菌床用のおが粉として引き取られた。

２ 国による基準値設定と生産再開へ向けての情報収
集・整理
政府は，２０１２年７月に「福島復興再生基本方針」を
閣議決定した。福島県では，１２月，２００９年策定の福島
県総合計画を全面的に改定し，震災から１０年目の２０２０
年度を目標とする福島県総合計画「ふくしま新生プラ
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ン」を策定した。
国の東日本大震災復興特別会計による「特用林産施
設体制整備復興事業」（２０１２～２０２０年）によって，原
木の供給可能量調査，需給に関する情報共有を行い，
原木購入価格差額１／２以内を国が補助するという方
針が出された。林野庁が全国森林組合連合会へ呼びか
け，各都道府県の森林組合連合会から情報を集め，全
国的規模の原木の需給調整を行うことが決まり，１９７０
年代とは逆に西日本産の原木が東日本へと移入される
こととなった。国による基準値設定と復興予算の枠組
みができたこの年度は，生産が出来なくなった事業者
が，獣害対策や補償のためのデータ取得，書類の作成
に追われた時期でもあった。その合間を縫って，１０月
２５日，東日本原木しいたけ協議会（飯泉孝司会長）で
は，原木しいたけ生産者の若手の集まり「森の縁（も
りのゆかり）」を立ち上げ，翌２６日，林野庁長官，国
会議員らも出席し林野庁にて総会が開かれた。１２月２０
日には，同協議会メンバーら５０人で東京電力本店へ出
向き補償について要望を出している。同日，林野庁に
よる原木・ほだ木の管理，栽培工程の管理について，
放射性物質を低減させるための生産工程管理の構築が
「放射性物質低減のための原木きのこ生産工程管理（中
間とりまとめ）」として示された。
栃木県は，２０１２年度中に，原木調達のための生産者
アンケートを実施した（１２）。県担当者により生産者をリ
ストアップし，配布した調査票には５８１人が回答した。
今後の生産活動について「継続する」が１７９人，「中止
する」が１３２人，無回答が２５８人との結果が得られ，こ
の段階で７割はまだ生産継続の意思を決めかねていた
ことが窺える。

A事業体は，使えなくなったほだ木と原木の処分を
続けながら生産者グループの会合に出席するなど情報
収集に努めつつ，県の林業センターとタイアップして
原木生しいたけGAP導入マニュアル（のちの「栃木県
しいたけ生産工程管理基準」）作成に携わった。
２０１１年春に初出荷を終えた宇都宮市のB事業体は，

２０１２年７月に自伐の原木から放射性セシウム８３Bq／kg
が検出され，しいたけの出荷も，原木への植菌もス
トップせざるを得なくなった。宇都宮市担当課から
「収穫し重量を記録するように」との助言で，一方で
植菌しながら重量を計測し廃棄するという作業を繰り
返すこととなった。生産再開を待ちながら野菜を作り
宇都宮市のレストランへ届け，線量の低い山での管理
作業に従事した。
佐野市のC事業体では３月に自伐して植菌したもの

の，露地栽培で３００Bqの放射性セシウムが検出され出
荷停止に追い込まれた。やむなく施設栽培だけに切り
替え，地元の原木を購入して室内で植菌し，発生もハ
ウス内で行ったが，５月に出荷を中断し，すべてを放
置せざるを得なくなった。その後は賠償手続きと原木
の処分に終始する日々が続いた。原発事故前には入手
できる立木の有無によって伏せ込み量を決定していた
が，事故後は県の有害鳥獣駆除事業の従事，自家用薪
の採取などが山での作業となった。

３ 原木の広域入手体制整備
２０１３年春の植菌から，広域に集められた原木の利用
がスタートし，この新たな体制を軌道に乗せるための
情報交換や現場での調整，研究がなされるようになっ
た。４月８日，岩手県盛岡市で原木露地栽培しいたけ
の出荷制限解除がなされ，東北地方における原木しい
たけ生産にとって明るいニュースとなった。９月，し
いたけ生産者と生活協同組合パルシステム茨城 栃木
が中心となったNPO法人里山再生と食の安全を考える
会（飯泉孝司会長）が設立された。西日本の生産者も
多く含まれる日本産・原木しいたけをすすめる会（小
渕優子会長）では，乾しいたけの日（７月７日）を制
定し原発事故の風評被害に立ち向かう決意を示した。
１０月，農林水産省は「放射性物質低減のための原木き
のこ栽培管理に関するガイドライン」を策定した。こ
れは昨年度の中間とりまとめを修正改訂し，放射性物
質低減のための栽培管理に加えて，汚染されていない
原木購入の際に注意すべき点，廃ほだ木処理の仕方な
どを加えたものである。
１１月から１２月にかけて，林野庁による生産者，行政
担当者向けの巡回説明会（宮城県，栃木県，群馬県，
茨城県）が行われた。国の大きな枠組みが示され，各
都道府県がこれに沿った対応を講じていった時期であ
る。栃木県では，７月に原木生しいたけ（施設栽培）
生産工程管理基準が策定された。国による支援事業に
並行して，民間レベルで原木の移出入もなされ，中に
はボランティアで熊本県水上村・湯前町から宮城県へ
原木の無償提供などという動きも見られた（１３）。

A事業体には２月になると九州産の原木が到着し，
新しいほだ木作りの体制を整えることになった。１０月
には，生しいたけ（原木施設・露地栽培）の出荷制限が
解除され（１４），１１月には出荷再開にこぎつけることがで
きた。この年は生産を再開させる事業者が原木を求め
たため需要が供給を上回り，原木不足が顕著であった。

B事業体では，１月，宇都宮市内の線量の低い地域
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での自伐原木と大分からの原木を利用して植菌を行っ
た（１５万コマ）。宇都宮市東部に位置する森林からの
この原木は基準値を下回っており，栃木県内での自伐
原木によるしいたけ生産が事故後２年目には一部で再
開されていたことを示している。線量の比較的高いつ
くば市での原木洗浄の視察，東日本若手しいたけ生産
者の会合（盛岡市）に参加するなど研究も重ねつつ，
人工ほだ場の整備，市街地での野菜の販売先開拓など
に努めた。

C事業体では，九州（一部鳥取県含む）から届いた
クヌギ，ナラに植菌するというかたちで生産を再開し
制限解除を待つこととなった。集落の直面する獣害対
策のために「野生鳥獣管理士」養成講座（宇都宮大学
里山科学センター）を受講するなどの時間に充てた。
茨城県の生産者団体は，福島県林業研究センター放
射性物質関連研究成果発表会へ参加（１月），NPO法
人里山再生と食の安全を考える会（飯泉孝司会長）の
設立（９月），逸見彰男愛媛大学教授との除染に関す
る会議（１０月），栃木県林業試験場にて除染に関する
研究発表会（１０月）などに参加し，情報の共有と発信
に努めた。

４ 施設栽培の生産再開模索
原発事故から３年目となるのに先立って，政府は福
島復興指針（平成２５年１２月２０日閣議決定）を示し，福
島再生の基本方針の提示と政府の取り組み方針を明ら
かにした。震災３年目前日の２０１４年３月１０日（月）に
は原子力災害対策本部原子力被災者生活支援チームに
よる「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」の
進捗が示された。１０月には３年ぶりに「福島県林業祭」
と「福島県きのこ復興まつり」が開催された。
しいたけ生産については，２０１２年度の補正予算と

２０１３年度に試験的に実施された放射性物質対処型森
林・林業復興対策実証事業（ほだ木等原木林再生に向
けた実証の実施）が展開した。事業主体は殆どが福島
県内所在で，栃木県では県および県森林組合連合会の
ほだ木等原木林再生のための実証事業がその内容と
なっている。２０１４年は，復興の枠組み整備が一段落
し，より具体的な取り組みについて現場での対応がと
られた時期であったととらえられる。原木調達上の課
題から菌床栽培に経営を切り替えるという選択をした
事業者も少なくなく，中には全国最大レベルの大規模
生産者も含まれる（１５）。
３月，栃木県は，生産者の協力のもと，原木生しい

たけ（露地栽培）生産工程管理基準を策定し，３月２８

日時点で，２０市町１０５名の生産者について出荷制限が
解除された。被害の全体像とその対応についての情報
が整理されるなか，１０月２４日，たかはら森林組合（矢
板市）が東京電力ホールディングス株式会社に対する
損害賠償請求の訴状を宇都宮地方裁判所に提出した。
同森林組合が通称高原国有林内に分収林として造成し
たしいたけ原木生産のためのコナラ林への放射性物質
による汚染に対する補償を求めてのものである。
生産者団体の動きとして，７月，東日本原木しいた
け協議会（飯泉孝司会長）が宇都宮市で生産者大会，
および３回目の協議会を林野庁長官臨席のもと実施し
た。日本特用林産振興会では，１０月に「西日本産クヌ
ギ原木を使用した，東日本での原木しいたけ栽培指
針」（１６）を発表し，九州産原木使用を前提とした生産体
系の立て直しを支援した。
矢板市のA事業体では，「とるべき対策はすべて
とった」うえで，九州産クヌギに対応した生産による
本格的出荷を再開させた。東京電力を相手どったたか
はら森林組合の訴訟では，原告側の証人として出廷す
るなどの活動も精力的にこなした。
宇都宮市のB事業体は，線量の低い宇都宮市東部で
の原木伐採作業に従事するいっぽう，栃木県森林組合
連合会が調達した大分県産のクヌギへの植菌作業も
行った。
佐野市のC事業体では，九州産の原木購入を検討
し，クヌギ原木に植菌して生産を再開させた矢先に，
南岸低気圧による記録的大雪（平成２６年大雪）に見舞
われ，ほだ木作り用のハウス３棟が倒壊する被害を受
けた。その後，復旧に努め，１２月には施設栽培の生し
いたけに限って店頭販売（直販）を再開させた。

５ 露地栽培の生産再開模索
２０１５年は，施設栽培に引き続いて露地栽培の出荷制
限（自粛）解除が進んだ年である。２月には栃木県内
で４年ぶりに原木生しいたけの品評会が開催された。
この年だけで生しいたけの施設栽培が２１件，露地栽培
が２７件，乾しいたけの施設栽培が２４件，露地栽培が１６
件，で延べ計８８件と前年の１６件に比べ解除へ向けた手
続きが一気に加速した。２０２１年までに制限解除された
件数のうち，生しいたけの施設栽培の８割強，乾しい
たけ施設栽培の７割弱がこの年までに含まれており，
制限解除に向けての対応業務に県担当者が忙殺された
年でもある。

A事業体では，８月２５日，市域の他の生産者と同時
に，２０１１年１１月から出荷自粛を要請されていた乾しい
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たけについて，安全な出荷管理体制が整ったことによ
り制限が解除された。

B事業体では，年明けすぐに大分県の原木が届き，
大分産の原木と自前原木の両方を使いつつ生産再開の
ための植菌作業に従事した。６月５日には露地の生し
いたけ生産について出荷自粛が解除された。少しずつ
生産再開の見通しが出来始めたことから，東日本原木
しいたけ協議会総会（６月，盛岡市）や若手生産者の
集まり「森の縁」研修会（７月）に参加し情報共有に
努めつつ，秋には宇都宮市内の企業有の森林の草刈り
や腐葉土生産のための落ち葉さらいに従事した。

C事業体では，２０１５年を通して生産再開へ向けての
作業に追われた。大径となった原木を割るための薪割
機を導入し，後にキャンプ用薪の販売なども手掛ける
ようになった。

６ 生産者団体による本格的活動と原木しいたけ生産
の全体的縮小

２０１６年年頭に，福島県は震災と原発事故に伴う避難
者数が最新の集計で９９，９９１人になり，初めて１０万人を
下回ったと発表した（１７）。震災から５年が経過した２０１６
年は，福島県の各地において居住制限の緩和，出荷制
限の解除などが徐々に実施された年でもある。同年１
月，林野庁は岩手，宮城，福島，茨城，千葉県担当者
と原木しいたけ出荷制限解除の取り組みと課題につい
ての意見交換会，９月には栃木県，千葉県担当者と非
破壊検査，放射性物質低減のための原木きのこ栽培マ
ニュアルについて技術交流会を実施した。
栃木県では施設栽培に続いて露地栽培が昨年度以上
の件数で制限解除がなされた。２０１６年は栃木県の原木
しいたけにとって露地栽培の制限解除が最も多かった
年で，翌２０１７年を加えると２０２１年までに解除された生
産者のうち生しいたけ生産者で７５％，乾しいたけ生産
者で７９％が２０１７年までに制限解除がなされている。栃
木県ではこの後，２０１８年４月に生産者等との協議・検
討をもとに「栃木県きのこ生産工程管理基準」（同１０
月改訂）が策定された。県が毎年度生産者に対して行
う調査によれば，２０２１年現在，県内で春に植菌された
原木は約３６０千本で，このうち県外産が２２０千本，県内
産は１４０千本であり，県内産は県東南部の丘陵地をカ
バーする芳賀地区森林組合と県西南部のみかも森林組
合からの材が４４千本，生産者による自伐が９５千本と
なっており，震災後１０年を経て再び山に向かい始めた
生産者が少なからずいることをうかがわせる。
２０１７年２月，東日本原木しいたけ協議会（飯泉孝司

会長）が母体となり，一般社団法人東日本原木しいた
け協会が設立され，これまで協議会が主体となって
行ってきた原発事故被害対策に関する事業を取り扱う
組織的な基盤が整った。２０１９年８月，つくば市におい
て同協会が主導して日本椎茸農業協同組合連合会，全
国農業協同組合連合会，西日本原木乾しいたけふるさ
と連合協議会同協会との共催で「全国・原木しいたけ
サミット」が２２０人の参加を得て開催された。消費の
低迷，原発事故による生産への影響等の課題について
議論が交わされ，生産者，関係者との間で問題意識の
共有と情報交換がなされた。全国組織である日本特用
林産振興会では２０１８年に「特用林産物の放射性セシウ
ム対策にかかる調査成果集―特用林産物安全供給推進
復興事業（平成２４～２８年度）より」を発表し，東日本
の原木しいたけ生産が直面する課題の技術的サポート
に努めている。
生産者は，「栃木県きのこ生産工程管理基準」に沿っ
て原発前よりも細かなルールと手順に則った生産体制
の再構築を図っていった。
矢板市のA事業体は，すべての原木を地元のコナラ
から九州産クヌギへと変えたことにより，クヌギ原木
に適したほだ木づくりと新しい管理基準に則った施設
栽培を軸に生産体系を再構築し，それが軌道に乗って
きた２０１９年１０月，日本列島を襲った台風（令和元年台
風１９号）による豪雨災害で殆どの原木を含む生産資材
を流失し，復旧に２年を要した。２０２１年４月１３日，震
災後１０年を経て，自然ほだ場における線量が基準値以
下となり，露地栽培の生しいたけ出荷制限が解除され
たが，当面は「安全な」西日本産原木のみを使ってい
く意向である。
宇都宮市のB事業体では２０１６年１月，７．２haの原木
林の下刈を行い，３月には九州産クヌギと宇都宮産の
コナラに植菌した。４月には静岡市で行われた乾しい
たけ入札会に初参加した。２０１７年以降も，九州産クヌ
ギと自伐原木の双方を使いつつ，手入れ不足の都市近
郊林を原木林として伐採し管理する作業を続けた。
２０１９年には全国品評会での受賞，しいたけとの複合経
営を目指すワイン用ブドウ栽培および醸造，つくば市
での全国・原木しいたけサミットへの参加など，経営
の窓口を広げている。
佐野市のC事業体では，九州産クヌギ原木を使った
生しいたけの施設栽培を主として経営を再構築してき
た。かつてしいたけ原木林であった広葉樹林は，自家
用を含め４軒分の薪採取地となり，しいたけ原木に適
寸のものも薪となっている。２０２０年のコロナ禍でブー
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ムとなったキャンプ用薪の無人販売などの取り組みも
行っている。

Ⅴ まとめと考察

１ まとめ
本稿は，中・低線量地帯である栃木県において，原
発事故後の１０年間に原木しいたけ生産がどのような変
容を遂げどのような課題に直面しているのかを明らか
にすることを目的とし，国，栃木県，生産者組織，個
別生産現場（３事業体）それぞれの対応について時系
列に沿って記述した。以下のようにまとめられる。
趨勢的に減少していた原木しいたけ生産量は原発事
故を挟んで激減し，生産者の９割が生産現場から撤退
した。原木価格は驚異的に変動し，最大の原木供給県
であった福島県からの移入はストップした。一時期，
西日本からの移入が大半を占め，線量の低下を受けて
極めて限定的に回復しつつある。
国は，復興の枠組みを決め関係省庁のもとで施策を
すすめ，林野庁が主導して２０１４年度までに原発事故に
関わる原木しいたけ生産関連の施策メニューの提示を
ほぼ一段落させたものと理解できる。当初２０２０年度末
の予定であった復興特別会計期限の延長により，補助
体系の継続が可能となったが，森林資源の持続的利用
を前提とする生産条件を整えていくうえで，次の１０年
間はより重要な期間となることは間違いない。
栃木県は，事故後の情報が錯そうするなかで出荷自
粛および制限措置，原木調達のためのアンケートの実
施，生産工程管理基準づくりに取り組み，２０１４年度以
降は制限解除の手続きに奔走しつつ放射能対策作業マ
ニュアル，生産工程管理基準の策定に取り組んだ。栃
木県では，これまでは関与したことのない県や森林組
合連合会が原木調達に介在するようになり，原木しい
たけ生産者と県の普及担当者との間で生産技術等につ
いても頻繁なやり取りがなされるようになった。
東日本の生産者団体は，新たなグループの立ち上げ
や組織化を進め，業界としての連帯と結束を強め情報
発信に努めてきた。つくば市の生産者を中核とする協
議会と若手グループの結成，国・東電とのやりとりを
始め林野庁長官，国会議員への接触，情報収集を進
め，東京電力からの補償を得た。同協議会は一般社団
法人に発展し，２０１９年には全国会議を主宰するなど活
動を続けている。特用林産物生産者の全国団体も研究
成果の公表等を通じて東日本の原木しいたけ生産が直
面する課題の支援に努めている。

生産現場から明らかとなったことについて次のよう
にまとめられる。
事故後の混乱の中で，専門農協などの組織もなく行
政との連携も緊密ではなかった栃木県の生産者が，汚
染された原木とほだ木を前に途方にくれていたこと，
原木の調達と検査を通して，県の環境森林事務所，林
業センターとの新たな関係が構築されていったことな
どが窺える。
原発事故後にも生産を続けた１割の事業者は，これ
までに対応したこともない事態のもとで多くの書類整
理・作成と煩雑で手間のかかる生産工程に向かい合っ
てきた。原木林の線量と原木の放射性物質濃度の低下
をにらみつつ，これまでの１０年間に慣習化した西日本
産クヌギの供給を前提とした生産体系を模索してい
る。
栃木県南部を中心に線量の低い森林では一部で自伐
作業が再開し自前の原木への植菌がなされているが，
当然ながら放置されていた原木林は大径化し生産者は
高齢化しているため１０年前の労働力と生産体系では間
に合わなくなっている。一方，栃木県北部の多くの旧
原木林はしいたけ原木林としては未だ利用できず，
薪，バイオマス燃料としての利用に供されるか放置さ
れるかという状態にある。

２ 考察
以上，原発事故後の原木しいたけ生産について本稿
が掴み得たこれら中・低線量地帯での事象から，現時
点では以下のような考察を加えておきたい。
第一に，地域の森林資源が豊かであるからこそ展開
してきた原木きのこ栽培が，地域資源との関係を断絶
したまま他地域の資源に依存せざるを得ない現状は，
本来の意味の復興からはほど遠いという点である。多
くの困難を乗り越えて再開された原木しいたけ生産で
あるが，これまでのところ，西日本産の原木供給がそ
の重要な条件となっている。たかはら森林組合が東京
電力を訴えた裁判に見られるように，県北部では予定
された分収林の伐採も見送られたままであり，原木し
いたけ生産を担った人々による「山を買う」慣習を始
めとして原木林をめぐる社会関係そのものも失われた
ままである。真の復興は，その地の森林資源，それを
利用する社会関係と共に原木しいたけ生産が復活する
ことにほかならず，それが特用林産物の本来的価値を
裏付けるものである。
第二に，上記に関わるが，西日本産原木に頼る構造
の脆弱性についてである。復興会計の継続によって原
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木しいたけ生産にかかる施策も延長されたが，２０２１年
に入って原油高による輸送費，生産資材価格の高騰が
みられ，原木調達上重要な存在である西日本からの出
材に不安定な要素が加わっている。栃木県の最も大き
な原木購入元である大分県は，生産量で数十倍の規模
を有し，県を挙げてしいたけ生産振興に取り組んでき
た経緯があるが，大分県での原木しいたけ生産，原木
林の管理，素材生産をめぐる諸事情の変化が栃木県へ
の原木移出へ与える影響，さらに大分県を含む西日本
からの移出の動向と現場での課題についても調査が待
たれる（１８）。
第三に，中・低線量地帯において，原発事故による
影響がこれほどまでに大きく，失った森林資源と特用
林産物との関係を未だに取り戻せていないというこの
事実は，逆説的に言えば，見過ごされがちな周縁部で
の出来事を辿ることで，福島県の高線量地帯がどれほ
どの苦痛と恐怖と絶望に直面したかという事実，福島
県の復興が１０年を経てもいまだ長い道のりの途上にあ
るという事実，を明示しているということでもあろ
う。復興の枠組みが整い始めた２０１２年５月末の栃木県
の空間線量率は最も高いレベルで０．５～１．０μSv／hで
あり，福島県の中通りと浜通りでの値に比べ「圧倒的
に」低い。現場での対応はそれぞれの都道府県での意
思決定によるにしても，問題の把握には隣県を含む広
域的な視野が必要であることを物語っている。
本稿は原木しいたけ生産を通して，原発事故後１０年
間の諸問題の一部に光を当てたに過ぎず，その局面は
長期にわたりむしろ益々複雑で分かりにくくなってお
り，半端な調査では全貌を捉えるのが難しい。復興し
たかに見えるニュースの陰に取り残されたままの存在
があり，光を当てられた主体そのものも多くの課題に
直面している。２０１１年からの１０年間，日本列島ではそ
れまでに経験したこともない自然災害が頻発し，２０２０
年からはコロナ禍のもとで全世界が変貌を遂げ，過去
の災害は新たな悲劇が起きるたびに塗り替えられ忘れ
去られていくようである。しかし，であるからこそ，
現実を目の当たりにした者にとって情報の発信と共
有，横の連携と調整，そして問題意識の不断の醸成は
引き続き重要な課題であり，社会科学の果たすべき役
割はいっそう明確になっていると言える。
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から１９９０年にかけての全国最大のしいたけ生産県であ
る大分県の原木需給とクヌギ造林についての報告があ
る。佐藤宣子「大分県におけるシイタケ原木の需給構
造とクヌギ造林」『林業経済』Vol.４４（１１），１９９１年，１４～
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